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課題克服のためのプロジェクト

資料 ４

１．克災住宅プロジェクト

２．克災ダビンチ研究会

３．地域の防災力向上プロジェクト(仮称)
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克災戦略研究会

克災住宅プロジェクト

日常生活の場である住宅から克災を目指して

～中部地方の特性にあった克災住宅の開発・普及

目的
洪水に対し個人の自衛力を高めつつ、安全に暮らすため、生活の基盤である住宅において、
水害への安全性・耐久性を高めるとともに、効果的な防災機能を持たせる

構成メンバー
国土交通省中部地方整備局（建政部、河川部、営繕部、木曽川上流河川事務所）、大垣市、
企業（地元ハウスメーカー）、学識者（大学）地元住民 等
企業等メンバーの募集
プロジェクトへの参加が期待される企業、研究者などの情報を収集し、参加要請する

主な検討項目
克災住宅として位置付けられる性能、仕様の基準
克災住宅の評価制度
普及に向けた情報発信等についての支援
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克災戦略研究会

克災住宅プロジェクト

具体的な取組

防災拠点に建設を計画している防災センターに克災住宅の基準を適用し建設する

克災住宅の具体的な提案として克災住宅の展示を検討する

防災拠点イメージ

克災住宅の展示

防災センターの克災化
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克災戦略研究会

克災住宅プロジェクト

関連する事例

伊勢湾台風後に建設された水害対応型住宅

伊勢湾台風に甚大な被害を受けた矢作川河口地区（西尾市）では、復旧･復興に当たって近代的水屋
式住宅を建設した(昭和35年～36年）

近代的水屋式住宅
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克災戦略研究会

克災ダビンチ研究会

防災装備・グッズによる克災を目指して

～中部の最先端技術企業のシーズと防災関係機関などのニーズをマッチング

目的
一流最先端企業の技術者や大学等の研究者を講師に招いて、防災機関の担当者、NPOなど
とコミュニケーションを図る場を設けることで、新たな技術と必要とされる防災装備等のニーズ
が明らかにし、克災に向けた製品開発などの新しい展開を図る

構成メンバー
地元の最先端技術を持つ企業への参加要請
本プロジェクトに興味のある企業、研究者、民間団体、防災機関

主な検討項目
研究会設置の枠組み
講師となる企業の情報、紹介
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克災戦略研究会

克災ダビンチ研究会

具体的な取組

新産業創造など広く産官学連携が行われているが防災に的を絞った研究会を設立する

研究会での検討によりニーズの大きなテーマなどについてセミナー等を開催しシーズとニーズのマッ
チングを図る
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克災戦略研究会

克災ダビンチ研究会

関連する事例

河川巡視・点検報告システム
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克災戦略研究会

関連する事例

近畿地方では阪神大震災を契機に「防災･環境新技術
研究会」を発足させ防災に関する技術交流や技術連携
を図るためにセミナーを開催している

防災･環境技術セミナー

「次世代産業化の発見と取り組み」

(防災救命ﾃｸﾉﾌﾞｯｸⅢ)

克災ダビンチ研究会
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克災戦略研究会

地域の防災力向上プロジェクト(仮称)

地域の連携の強化から克災を目指して

～防災ステーションをコアとした地域の連携、情報の発信

目的
水害などの被害を軽減するためには、地域住民がNPOや企業と連携して地域防災力を向上
させることが重要である。しかし、近年地域の繋がりが希薄となっているため、平時から地域
の連携を強化する取組を実施し、地域住民が自らの身の安全は自らが守るという意識を高
め、地域の防災力向上を図る。

構成メンバー
防災ステーション(庄内川など)の地域の住民、NPO、地元企業、大学、中部地方整備局等

主な検討項目
地域の水害に対する知恵の収集、現代版へのアレンジの検討及び情報の発信
地域のつながりを強化するイベント(防災ステーションを活用した水防を意識した運動会な
ど)の企画、運営
地域の防災リーダーの活動への支援についての検討
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克災戦略研究会

具体的な取組

庄内川防災拠点を活用し防災力の向上を検討する

地域での人材・地域の知恵、過去の水害における情報の収集・発信を検討する

人材の育成・活用についての方策を検討する

地域の防災力向上プロジェクト(仮称)
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克災戦略研究会

関連する事例

平成17年度国土交通白書

◆NPOや企業と連携した地域防災力の向上

自然災害による被害を軽減するためには、地域住民がNPOや企業と連携して地域防災力
を向上させることが重要である。地域防災力を向上させるためには、自らの身の安全は自
らが守るという意識啓発を行う必要がある。

•自主防災組織による取組み

•企業における防災の取組み

•国における地域防災力強化に向けた支援

個人レベルでは「自助」に取り組むとともに、「共助」として、自治会、商店街、PTA、NPO、
企業等が連携し、主体的に対策を講じる ことにより、地域防災力を高めることが重要であ
る。また、そのためには、可能な限り平常時の取組みとして防災を定着させる必要がある。

地域の防災力向上プロジェクト(仮称)
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克災戦略研究会

地域の防災力向上プロジェクト

関連する事例

昨年度の災害において地域の連携が有効であった事例

災害列島「2005年の災害を振り返る」（国土交通省防災課）


